
（平成２３年８月３１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認青森地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

青森国民年金 事案 674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年 10 月から同年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 44 年４月から 48 年３月まで 

             ② 昭和 49 年 10 月から同年 12 月まで 

申立期間①の国民年金保険料が未納となっているが、昭和 44 年４月

に夫の転勤によりＡ県Ｂ村からＣ県Ｄ市へ転居した。その際、Ｄ市役

所から国民年金の加入申込書のはがきが送付され、加入手続をした。

その後、同市役所から納付書が送付され金融機関で納付した記憶があ

る。 

また、申立期間②の国民年金保険料が未納となっているが、昭和 49

年度第４期分の領収証書を持っている。その領収証書には、第１期分

から第３期分までの領収日付印の欄に「×」印が記載されているので、

申立期間②は納付されていると思う。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納であることに納得できな

いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金受付処理簿（国民年金手

帳記号番号払出簿として使用）及び申立人が所持している国民年金手帳

により、昭和 48 年５月 15 日に払い出され、43 年＊月＊日に遡及して国

民年金被保険者資格を取得していることが確認できる。 

申立期間②について、申立人は、「申立期間②前後の国民年金保険料が

納付済みである上、私の夫は昭和 37 年４月から継続して勤務（Ｅ業務）

しており、申立期間②の生活状況や収入状況はその前後と比べ特に変化

は無かった。」と主張しているところ、申立人が所持している当該期間前



                      

  

後の国民年金保険料納入通知書兼領収証書により、48 年４月から 49 年３

月までの期間及び 50 年１月から 54 年３月までの期間の保険料が現年度

納付されていることが確認できることから、申立期間②の保険料のみを

納付できなかったとする特段の事情も見当たらない。 

また、申立期間②は、３か月と短期間であるとともに、国民年金被保

険者台帳（特殊台帳）の保険料に関する記録欄を確認すると、当該期間

に係る保険料の納付日を記載後に、横線で消されているものの、当該理

由が記載されておらず不明となっており、当時の行政側の記録管理にお

ける不手際がうかがわれる。 

一方、申立期間①については、前記のとおり、申立人の国民年金手帳

記号番号は、国民年金受付処理簿及び申立人が所持している国民年金手

帳により、昭和 48 年５月 15 日に払い出され、43 年＊月＊日に遡及して

国民年金被保険者資格を取得していることが確認できるところ、当該払

出時点では、申立期間①のうち 44 年４月から 46 年３月までは時効によ

り国民年金保険料を納付することはできなかったと考えられる上、同年

４月から 48年３月までの保険料を納付するには過年度納付によることと

なるが、申立人及び申立人の夫は過年度保険料の納付に行った記憶は無

く、特殊台帳及びオンライン記録を確認したが過年度納付を行った形跡

も見られない。 

また、申立人及び申立人の夫は、「国民年金保険料は市町村から送付さ

れる納付書を持って、金融機関で納付した。」と主張しているが、Ｄ市役

所からは、「申立期間①のうち、昭和 44 年４月から 46 年９月までは、保

険料の納付方法は、印紙検認方式であった。」との回答を得ており、当時

の納付方法とは符合しない。 

さらに、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人及び申立人の夫が申立期間①の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

その他の事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 49 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認められる。 



                      

  

青森国民年金 事案 675 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年３月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年３月 

私のＡ市臨時職員の雇用期間が昭和 50 年２月末に終了したため、当

時、Ａ市の職員であった母が、同年３月頃に、Ａ市本庁窓口で、私の

国民年金の加入手続をして国民年金保険料を納付したと聞いていたと

ころ、年金事務所から申立期間の保険料が未納と回答があった。 

私の年金については、全ての期間について、厚生年金保険と国民年

金がつながるように手続したと母から聞いており、保険料の未納期間

は無いと思うので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私の国民年金に係る各種手続及び国民年金保険料の納付は、

全て母が行ってきた。」と主張しているところ、申立人のオンライン記録

を見ると、申立期間を除く国民年金加入期間について、保険料を全て納

付している上、昭和 61 年１月からは国民年金付加保険料を納付、平成 11

年４月からは銀行口座振替により毎年度当初に当該年度の保険料を前納、

同年 12月からは国民年金基金制度に加入していることが確認できること

から、申立人の母の国民年金に対する理解及び保険料の納付意識は高か

ったものと考えられる。 

また、申立人の母は、「昔のことなので詳しいことは忘れたが、息子は、

昭和 50 年２月末で離職したため、同年３月頃に、私がＡ市本庁窓口で国

民年金の加入手続をし、同時に国民年金保険料を納付した記憶がある。

当時、私はＡ市職員として年金制度については十分に承知しており、息

子の就職や退職に合わせてその都度手続をし、当初からＡ市本庁窓口で



                      

  

納付、平成 11 年以降は私の銀行口座からの振替による前納で、全て期限

内に納付、それ以外の方法で納付した覚えは無く、未納期間があるはず

が無い。」と当時の状況を具体的に記憶している上、これまでの申立人の

保険料は全て現年度納付であると主張しているところ、オンライン記録

及びＡ市の国民年金被保険者名簿共に、申立期間を除き全ての国民年金

加入期間について現年度納付であることが確認できることから、その主

張に不自然さは見られない。 

さらに、申立人の母は、申立期間当時、Ａ市職員として生活は安定し

ていたと主張しており、申立人の申立期間の国民年金保険料のみを納付

できなかったとする特段の事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

青森国民年金 事案 676 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年７月から平成５年５月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年７月から平成５年５月まで 

私の妻が、私の国民年金の加入手続をし、申立期間の国民年金保険

料を納付してくれていた。今となっては申立期間の保険料を納付した

ことを証明する資料は何も無いが、妻の年金加入記録を見ると、その

妻は無職期間である昭和 52 年７月に国民年金に加入し、保険料を納め

ているにもかかわらず、私の保険料が未納となっていることは考えら

れないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私の妻が、昭和 52 年の遅くとも秋頃までにはＡ市役所本

庁又はＢ支所において夫婦二人分の加入手続を行ったはずである。」と主

張しているものの、国民年金手帳記号番号払出簿及び氏名検索により確

認したが、申立人に対し、現在まで国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡は無く、平成９年１月から導入された基礎年金番号制度により基

礎年金番号が付番されていることを踏まえると、申立期間は国民年金の

未加入期間であり、国民年金保険料を納付することはできなかったもの

と考えられる。 

また、申立人はＡ市から他市町村に住所変更を行っていないことが戸

籍及び住民票などから確認できるなど、申立人に対し、別の国民年金手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接

関与していないため、具体的な加入状況及び納付状況が不明である。 

加えて、申立人及び申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立



                      

  

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 



                      

  

青森厚生年金 事案 792 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 46 年２月頃から同年４月頃まで 

             ② 昭和 47 年頃から 49 年頃まで 

申立期間①当時、Ａ県に住んでいて、Ｂ社Ｃ工場に勤務した。会社の

近くには、Ｄ団地があった。その後帰郷して、申立期間②においてＥ社

に勤務した。年金の加入記録を確認したが、これらの会社に係る厚生年

金保険の加入記録が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「昭和 46 年２月頃から同年４月頃ま

で、Ｂ社Ｃ工場に勤めた。」と主張しているものの、同社が当該期間当時、

加入していたＦ健康保険組合及びＧ厚生年金基金は、「申立人の氏名及び

生年月日を確認したが、加入記録は確認できなかった。」と回答している。 

    また、Ｈ社の社史である「Ｈ社三十年の歩み」によると、「Ｂ社Ｃ工場

は、昭和 43 年 12 月にＡ県の高速Ｉ号線が同社敷地内を貫通することと

なり、業務続行不可能のため、同社を清算した。」との記述が見られる。 

    さらに、Ｂ社Ｃ工場は、昭和 46 年４月 21 日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっている上、商業登記簿謄本が存在せず、申立期間①当時

の同社の状況を確認することができなかったほか、Ｈ社は、「Ｂ社Ｃ工場

を継承した事業所は無いと思われる。たとえ継承した事業所があったと

しても、賃金台帳等の関係資料は保存期限を過ぎているので、廃棄して

いると思う。」と供述しており、申立人の当該期間における勤務実態及び

厚生年金保険の取扱いについて、関連資料及び具体的な証言を得ること

はできなかった。 



                      

  

    加えて、Ｂ社Ｃ工場に係る事業所別被保険者名簿を確認したところ、

昭和 43 年 11 月５日以降に厚生年金保険被保険者資格を取得した者は無

く、申立期間①において、同社で厚生年金保険に加入している者は二人

いるものの所在不明のため、申立てを裏付ける証言を得ることはできな

かった上、申立人の申立期間①における雇用保険の加入記録は確認でき

ない。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ２ 申立期間②について、申立人の業務に関する具体的な記憶及び申立人

が記憶するＥ社の所在地は、同社の商業登記簿謄本による所在地と一致

していることから、勤務期間の特定はできないものの、申立人が同社に

勤務していたことは推認できる。 

    しかしながら、Ｅ社は、「申立期間当時の関係資料が無いため、申立人

の在籍及び厚生年金保険料控除等は不明である。また、当時の経理担当

者の氏名も確認できない。」と回答しており、申立人の申立期間②におけ

る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて、関連資料及び具体的な

証言を得ることはできなかった。 

    また、申立期間②において、Ｅ社で厚生年金保険被保険者資格を取得

している元従業員６人から聴取したが、申立人のことを覚えている者は

いないことから、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険

料の控除について、具体的な証言は得られなかった。 

さらに、上記６人は雇用保険の加入記録が確認できるところ、当該加

入記録は、おおむねオンライン記録と一致している一方で、申立人の申

立期間②に係る雇用保険の加入記録は確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 

 


